
○浦安市景観条例等施行規則 

平成21年１月30日 

規則第１号 

改正 平成21年５月29日規則第36号 

平成23年８月８日規則第37号 

平成30年８月28日規則第51号 

平成31年３月29日規則第７号 

令和４年10月26日規則第71号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、浦安市景観条例（平成20年条例第35号。以下「条例」と

いう。）及び景観法（平成16年法律第110号。以下「法」という。）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（景観重要建造物の標識） 

第２条 法第21条第２項の標識に表示する事項は、次のとおりとする。 

(1) 指定番号及び指定の年月日 

(2) 景観重要建造物の名称 

(3) その他市長が必要と認める事項 

（景観重要樹木の標識） 

第３条 法第30条第２項の標識に表示する事項は、次のとおりとする。 

(1) 指定番号及び指定の年月日 

(2) 景観重要樹木の樹種 

(3) その他市長が必要と認める事項 

（景観重点区域指定の要請の条件） 

第４条 条例第13条第２項の要請は、次の各号のいずれにも該当する場合に限

り行うことができる。 

(1) 一体として良好な景観を形成すべき土地の区域としてふさわしい一団

の土地の区域であって、その面積が1,000平方メートル以上のものであるこ

と。ただし、市長が当該区域における社会的条件、地形的条件等を勘案し

てやむを得ないと認めるときは、この限りでない。 



(2) 当該要請の対象となる土地（国又は地方公共団体の所有している土地で

公共施設の用に供されているものを除く。以下この項において同じ。）の

区域の土地の所有権又は建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上権

若しくは賃借権（臨時設備その他一時使用のために設定されたことが明ら

かなものを除く。以下「借地権」という。）を有する者（以下「土地所有

者等」という。）の３分の２以上の同意（同意した者が所有するその区域

内の土地の地積と同意した者が有する借地権の目的となっているその区域

内の土地の地積との合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的と

なっている土地の総地積との合計の３分の２以上となる場合に限る。）を

得ていること。ただし、市長が当該区域における社会的条件、地形的条件

等を勘案してやむを得ないと認めるときは、この限りでない。 

（景観重点区域指定の要請） 

第５条 条例第13条第２項の要請をしようとするものは、浦安市景観重点区域

指定要請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書類及び図面を添えて市長に

提出しなければならない。 

(1) 当該区域における良好な景観の形成に関する方針及び良好な景観の形

成のための行為の制限に関する事項の素案 

(2) 当該要請の対象となる土地の区域を表示する図面で縮尺2,500分の１以

上のもの 

(3) 前条第２号の同意を得たことを証する書類 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（景観重点区域候補指定の要請） 

第６条 条例第14条第２項の要請をしようとするものは、浦安市景観重点区域

候補指定要請書（別記第２号様式）に、当該要請の対象となる土地の区域を

表示する図面で縮尺2,500分の１以上のものその他市長が必要と認める書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

（届出及び勧告等の適用除外） 

第７条 条例第16条第１項に規定する市長が指定する区域は、舞浜１番１、１

番２、２番１、２番２及び29番２とする。 

２ 条例別表第１に規定する市長が指定する区域は、高洲一丁目及び高洲三丁



目とする。 

（平21規則36・追加、平23規則37・平30規則51・一部改正） 

（行為の届出等） 

第８条 法第16条第１項の規定による届出は、浦安市景観計画区域内行為届出

書（別記第３号様式）によるものとする。 

２ 前項の届出には、参考となるべき事項を記載した図書として景観計画で定

められた行為の制限に対する措置状況を記載した書類（以下「景観形成基準

確認書」という。）及び建築物等の概要書（別記第４号様式）を添付するも

のとする。 

３ 法第16条第２項の規定による届出は、浦安市景観計画区域内行為変更届出

書（別記第５号様式）によるものとする。 

（平21規則36・追加） 

（国の機関又は地方公共団体が行う行為に係る通知書） 

第９条 法第16条第５項後段の規定による通知は、浦安市景観計画区域内行為

通知書（別記第６号様式）とする。 

２ 前項の通知には、参考となるべき事項を記載した図書として景観形成基準

確認書及び建築物等の概要書（別記第４号様式）を添付するものとする。 

３ 法第16条第５項後段の規定による通知に係る事項を変更しようとするとき

は、浦安市景観計画区域内行為変更通知書（別記第７号様式）を提出するも

のとする。 

（平21規則36・追加） 

（行為の着手の制限に係る期間の短縮の通知） 

第１０条 市長は、法第18条第２項の規定により同条第１項に規定する期間を

短縮したときは、浦安市景観計画区域内行為着手期間短縮通知書（別記第８

号様式）により法第16条第１項又は第２項の規定による届出をした者に通知

するものとする。 

（平21規則36・追加） 

（届出の内容の縦覧） 

第１１条 条例第18条の規定による縦覧は、次に定めるところにより行うもの

とする。 



(1) 縦覧場所 都市政策部都市計画課 

(2) 縦覧期間 １年間 

(3) 縦覧日 次に掲げる日以外の日 

ア 日曜日及び土曜日 

イ 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

ウ 12月29日から翌年の１月３日までの日 

(4) 縦覧時間 午前８時30分から午後５時まで 

（平21規則36・追加、平23規則37・平31規則７・一部改正） 

（届出の内容の縦覧の制限等） 

第１２条 届出の内容を縦覧しようとする者（以下この条において「届出縦覧

者」という。）は、縦覧簿に必要な事項を記入しなければならない。 

２ 届出縦覧者は、届出の内容を縦覧場所以外の場所に移動させてはならない。 

３ 市長は、届出縦覧者が、前２項の規定に違反する場合、職員の指示に従わ

ない場合又は届出の内容を汚損若しくはき損し、若しくはそのおそれがある

と認める場合は、縦覧を拒否し、又は中止させることができる。 

（平21規則36・追加） 

（身分を示す証明書） 

第１３条 法第17条第８項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（別記

第９号様式）とする。 

（平21規則36・追加） 

（事前協議の内容） 

第１４条 条例第19条第１項に規定する事前協議は、当該行為がより景観に配

慮したものとなるよう行うものとする。 

（平21規則36・追加） 

（条例第19条第１項に規定する市長が指定する区域における行為） 

第１５条 条例第19条第１項に規定する市長が指定する区域における行為は、

別表第１に掲げる区域における行為とする。 

（平21規則36・追加） 

（全体として一体性があると認められる場合） 

第１６条 条例第19条第２項に規定する全体として一体性があると認められる



場合とは、次のいずれかに該当する場合とする。 

(1) 一の事業者又は施工者により一団の土地に一括して建築物の建築等が

行われる場合 

(2) 一の事業者又は施工者により隣接し、又は近接した土地に先行する建築

物の建築等が完了する前に引き続き建築物の建築等が行われる場合 

(3) 一の事業者又は施工者により、一団の土地において道路、排水施設等の

公共施設を接続し、又は共有する等一連のものとして、近接した時期にお

いて複数の建築物の建築等が行われる場合 

(4) 隣接し、又は近接した土地において、近接した時期に、土地の利用が一

体不可分で一連のものとして認められる複数の建築物の建築等が行われる

場合 

（平21規則36・追加） 

（事前協議の協議書及び添付図書） 

第１７条 条例第19条第３項第５号に規定する規則で定める事項は、次に掲げ

る事項とする。 

(1) 行為の期間 

(2) 事前協議及びこれに関する手続等を行う者の氏名、住所及び連絡先電話

番号（法人その他の団体にあっては、名称、事務所の所在地並びに担当者

の氏名及び連絡先電話番号） 

(3) 条例第20条第２項の規定による説明（以下「計画説明」という。）及び

これに関する手続等を行う者の氏名、住所及び連絡先電話番号（法人その

他の団体にあっては、名称、事務所の所在地並びに担当者の氏名及び連絡

先電話番号） 

(4) 設計者の氏名、住所及び連絡先電話番号（法人その他の団体にあっては、

名称、事務所の所在地並びに担当者の氏名及び連絡先電話番号） 

(5) 工事施工者の氏名、住所及び連絡先電話番号（法人その他の団体にあっ

ては、名称、事務所の所在地並びに担当者の氏名及び連絡先電話番号） 

(6) 工事監理者の氏名、住所及び連絡先電話番号（法人その他の団体にあっ

ては、名称、事務所の所在地並びに担当者の氏名及び連絡先電話番号） 

２ 条例第19条第３項に規定する協議書は、浦安市景観計画区域内行為事前協



議書（別記第10号様式）とする。 

３ 前項の協議書には、別表第２の左欄に掲げる行為の区分に応じ、当該右欄

に掲げる事項を明示した当該中欄に掲げる図書を添えるものとする。 

４ 市長は、前項に規定する図書の添付の必要がないと認めるときは、これを

省略させることができる。 

（平21規則36・追加） 

（計画説明の届出） 

第１８条 条例第20条第３項の規定による届出は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定めるところにより行うものとする。 

(1) 戸別訪問により計画説明をした旨の届出 浦安市宅地開発事業等に関

する条例（平成18年条例第７号）第２条第２項第８号に規定する周辺住民

等の名簿及びその範囲を表示した地図並びに計画説明の内容及びこれに対

する要望事項並びに対応内容を記した書類を添えて行うこと。 

(2) 計画説明会により計画説明をした旨の届出 計画説明会を開催するに

至った経緯を記した書類、計画説明会の議事録、計画説明会で配布した資

料及び出席者名簿を添えて行うこと。 

（平21規則36・追加） 

（協定の締結の時期） 

第１９条 条例第21条の規定による協定の締結は、条例第19条第１項に規定す

る届出等を行う前にされなければならない。 

（平21規則36・追加） 

（協定の内容の縦覧） 

第２０条 条例第22条の規定による縦覧は、次に定めるところにより行うもの

とする。 

(1) 縦覧場所 都市政策部都市計画課 

(2) 縦覧期間 １年間 

(3) 縦覧日 次に掲げる日以外の日 

ア 日曜日及び土曜日 

イ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

ウ 12月29日から翌年の１月３日までの日 



(4) 縦覧時間 午前８時30分から午後５時まで 

（平21規則36・追加、平23規則37・平31規則７・一部改正） 

（協定の内容の縦覧の制限等） 

第２１条 協定の内容を縦覧しようとする者（以下この条において「協定縦覧

者」という。）は、縦覧簿に必要な事項を記入しなければならない。 

２ 協定縦覧者は、協定の内容を縦覧場所以外の場所に移動させてはならない。 

３ 市長は、協定縦覧者が、前２項の規定に違反する場合、職員の指示に従わ

ない場合又は協定の内容を汚損若しくはき損し、若しくはそのおそれがある

と認める場合は、縦覧を拒否し、又は中止させることができる。 

（平21規則36・追加） 

（協定の内容の変更の協議） 

第２２条 条例第23条において準用する条例第19条第１項の規定による協議は、

浦安市景観計画区域内行為に係る協定内容変更協議書（別記第11号様式）に、

当該変更に関する書類を添えて行うものとする。 

（平21規則36・追加） 

（協定の軽微な内容の変更） 

第２３条 条例第23条に規定する規則で定める軽微な内容の変更は、次に掲げ

るものとする。 

(1) 協議対象者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、名称、事務

所の所在地及び代表者の氏名）の変更 

(2) 設計者、工事施工者及び工事監理者の氏名、住所及び連絡先電話番号（法

人その他の団体にあっては、名称、事務所の所在地並びに担当者の氏名及

び連絡先電話番号）の変更 

(3) 行為の期間の変更 

２ 前項に掲げる軽微な内容の変更については、浦安市景観計画区域内行為に

係る協定内容変更届出書（別記第12号様式）により市長に届け出るものとす

る。 

（平21規則36・追加） 

（行為の廃止、停止又は再開の届出書） 

第２４条 条例第24条の規定による届出は、次の各号に掲げる区分に応じ、当



該各号に定める様式により行うものとする。 

(1) 行為を廃止したとき 浦安市景観計画区域内行為廃止届出書（別記第13

号様式） 

(2) 行為を停止したとき 浦安市景観計画区域内行為停止届出書（別記第14

号様式） 

(3) 行為を再開したとき 浦安市景観計画区域内行為再開届出書（別記第15

号様式） 

（平21規則36・追加） 

（承継の届出書） 

第２５条 条例第25条第１項後段の規定による届出は、浦安市景観計画区域内

行為承継届出書（別記第16号様式）に、当該地位を承継したことを証する書

類を添えて行うものとする。 

（平21規則36・追加） 

（承継の承認の申請） 

第２６条 条例第25条第２項の承認を受けようとする者は、浦安市景観計画区

域内行為承継申請書（別記第17号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、条例第25条第２項の承認を受けようとする者が協定を

締結した者から当該行為を施行する権原を取得したことを証する書類を添付

するものとする。 

３ 市長は、条例第25条第２項の承認をしたときは、当該申請者に対し、浦安

市景観計画区域内行為承継承認書（別記第18号様式）を交付するものとする。 

（平21規則36・追加） 

（完了の届出書） 

第２７条 条例第26条の規定による届出は、浦安市景観計画区域内行為完了届

出書（別記第19号様式）により行うものとする。 

（平21規則36・追加） 

（検査済証） 

第２８条 条例第27条第２項に規定する検査済証は、浦安市景観計画区域内行

為完了検査済証（別記第20号様式）とする。 

（平21規則36・追加） 



（景観活動団体の認定の申請） 

第２９条 条例第31条第２項の規定により申請しようとする団体は、浦安市景

観活動団体認定申請書（別記第21号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

(1) 次に掲げる事項が定められている規約、会則、定款等 

ア 名称 

イ 活動の目的及び内容 

ウ 主たる事務所の所在地 

エ 構成員に関する事項 

オ 会議に関する事項 

カ 会計に関する事項 

(2) 活動の対象となる区域を示す書類又は図面 

(3) 役員及び構成員の氏名及び住所を記載した書類 

(4) 景観活動団体が行う各事業年度（事業年度を設けていない場合にあって

は、各年度。以下同じ。）の良好な景観の形成に向けた取組に関する計画

を明らかにした書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、認定の可否を決

定し、その結果を浦安市景観活動団体認定決定・却下通知書（別記第22号様

式）により申請者に通知するものとする。 

（平21規則36・旧第７条繰下・一部改正） 

（景観活動団体に係る申請事項の変更の認定） 

第３０条 条例第32条第１項の規定による変更の認定を受けようとする団体は、

浦安市景観活動団体変更認定申請書（別記第23号様式）に、前条第１項各号

に掲げる書類（当該変更に係るものに限る。）を添えて市長に申請しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、認定の可否を決定し、そ

の結果を浦安市景観活動団体変更認定決定・却下通知書（別記第24号様式）

により申請者に通知するものとする。 

３ 条例第32条第１項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げる変更とする。 



(1) 役員又は構成員の氏名のみの変更 

(2) 役員又は構成員の住所の変更 

(3) 主たる事務所の所在地に係る行政区画、郡、区、市町村内の町若しくは

字若しくはそれらの名称又は地番の変更に伴う事務所の所在地の変更 

４ 条例第32条第３項の規定による届出は、浦安市景観活動団体変更届出書（別

記第25号様式）により行うものとする。 

（平21規則36・旧第８条繰下・一部改正） 

（景観活動団体の活動の廃止の届出） 

第３１条 条例第33条の規定による届出は、浦安市景観活動団体活動廃止届出

書（別記第26号様式）により行うものとする。 

（平21規則36・旧第９条繰下・一部改正） 

（景観まちづくり協議会の認定の申請） 

第３２条 条例第35条第２項の規定により申請しようとする団体は、浦安市景

観まちづくり協議会認定申請書（別記第27号様式）に、次に掲げる書類を添

えて市長に提出しなければならない。 

(1) 次に掲げる事項が定められている規約、会則、定款等 

ア 名称 

イ 活動の目的及び内容 

ウ 主たる事務所の所在地 

エ 構成員に関する事項 

オ 会議に関する事項 

カ 会計に関する事項 

(2) 活動の対象となる区域を示す書類又は図面 

(3) 役員及び構成員の氏名及び住所を記載した書類 

(4) 景観まちづくり協議会が行う各事業年度の良好な景観の形成に向けた

取組に関する計画を明らかにした書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、認定の可否を決

定し、その結果を浦安市景観まちづくり協議会認定決定・却下通知書（別記

第28号様式）により申請者に通知するものとする。 



（平21規則36・旧第10条繰下・一部改正） 

（景観まちづくり協議会に係る申請事項の変更の認定） 

第３３条 条例第35条第３項の規定により準用される条例第32条第１項の規定

による変更の認定を受けようとする団体は、浦安市景観まちづくり協議会変

更認定申請書（別記第29号様式）に、前条第１項各号に掲げる書類（当該変

更に係るものに限る。）を添えて市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、認定の可否を決定し、そ

の結果を浦安市景観まちづくり協議会変更認定決定・却下通知書（別記第30

号様式）により申請者に通知するものとする。 

３ 条例第35条第３項の規定により準用される条例第32条第１項の規則で定め

る軽微な変更は、次に掲げる変更とする。 

(1) 役員又は構成員の氏名のみの変更 

(2) 役員又は構成員の住所の変更 

(3) 主たる事務所の所在地に係る行政区画、郡、区、市町村内の町若しくは

字若しくはそれらの名称又は地番の変更に伴う事務所の所在地の変更 

４ 条例第35条第３項の規定により準用される条例第32条第３項の規定による

届出は、浦安市景観まちづくり協議会変更届出書（別記第31号様式）により

行うものとする。 

（平21規則36・旧第11条繰下・一部改正） 

（景観まちづくり協議会の活動の廃止の届出） 

第３４条 条例第35条第３項の規定により準用される条例第33条の規定による

届出は、浦安市景観まちづくり協議会活動廃止届出書（別記第32号様式）に

より行うものとする。 

（平21規則36・旧第12条繰下・一部改正） 

（景観審議会の会長及び副会長） 

第３５条 浦安市景観審議会（以下「審議会」という。）に会長及び副会長を

置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 



（平21規則36・旧第13条繰下） 

（景観審議会の会議） 

第３６条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長になる。 

２ 審議会は、在任委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（平21規則36・旧第14条繰下） 

（景観審査会の会長及び副会長） 

第３７条 浦安市景観審査会（以下「審査会」という。）に会長及び副会長を

置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（平21規則36・旧第15条繰下） 

（景観審査会の会議） 

第３８条 審査会の会議は、会長が招集し、会長がその議長になる。 

２ 審査会は、在任委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（平21規則36・旧第16条繰下） 

附 則 

この規則は、平成21年２月１日から施行する。 

附 則（平成21年５月29日規則第36号） 

この規則は、平成21年７月１日から施行する。 

附 則（平成23年８月８日規則第37号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年８月28日規則第51号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成31年３月29日規則第７号）抄 

（施行期日） 



１ この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年10月26日規則第71号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表第１（第15条） 

（平21規則36・追加） 

区域 行為 

区分 対象 

高洲

一丁

目及

び高

洲三

丁目 

建築物の建築等 １ 敷地面積が300平方メートル以上のもの（集合住宅で

戸数が５戸未満のもの及び自己用住宅に限る。） 

２ 延べ面積が200平方メートル以上のもの（集合住宅で

戸数が５戸未満のもの及び自己用住宅に限る。） 

３ 高さが10メートルを超えるもの 

工作物の建設等 １ 街路灯、照明灯その他これらに類する工作物で、その

高さが５メートルを超えるもの 

２ 都市計画法第４条第11項に規定する特定工作物 

３ 建築基準法施行令第138条第１項各号、第２項各号及

び第３項各号に規定する工作物 

備考 この表において「自己用住宅」とは、自己の居住の用に供する建築物

（居住の用に供しない部分の床面積の合計が50平方メートル以下の住宅を

含む。）をいう。 

別表第２（第17条第３項） 

（平21規則36・追加） 

行為 図書 明示すべき事項 

建築物の建

築等又は工

作物の建設

等 

付近見取図 

（１／2500以上） 

・方位、道路、目標となる地物及び行為の

対象となる建築物の敷地の位置 

配置図 

（１／100以上） 

・縮尺、方位、敷地の形状及び寸法並びに

敷地境界線 

・建築物（工作物）の位置、行為の対象と

なる建築物（工作物）と他の建築物（工



作物）との別 

・敷地に接する道路の位置及び幅員 

・自動車駐車場、自転車等駐車場及び受水

槽等の設備の位置 

・擁壁、垣、さく、廃棄物を収集する施設

等の位置及び長さ 

・植栽樹木等の位置、樹種、樹高及び本数 

２面以上の立面図 

（１／50以上） 

・縮尺、開口部の位置、構造、主要部分の

材料の種別、外壁等の仕上げの方法及び

色彩 

平面図 

（１／50以上） 

・方位、間取り及び用途（住戸内の間取り

は不要とする。） 

現況写真 

（２方向以上） 

・行為の場所及び周辺の状況を表すもの 

景観形成基準確認書   

建築物等の概要書 

（別記第４号様式） 

・建築物又は工作物の概要 

その他市長が必要と認

める図書 

  

木竹の植栽

又は伐採 

付近見取図 

（１／2500以上） 

・方位、道路、目標となる地物及び行為の

対象となる建築物の敷地の位置 

配置図 

（１／100以上） 

・縮尺、方位、敷地の形状及び寸法並びに

敷地境界線 

・植栽又は伐採する樹木の位置、樹種、樹

高及び本数 

・敷地に接する道路の位置及び幅員 

現況写真 

（２方向以上） 

・行為の場所及び周辺の状況を表すもの 

景観形成基準確認書   



建築物等の概要書 

（別記第４号様式） 

・木竹の概要 

その他市長が必要と認

める図書 

  

特定照明 付近見取図 

（１／2500以上） 

・方位、道路、目標となる地物及び特定照

明の対象となる建築物、工作物又は木竹

の敷地の位置 

配置図 

（１／100以上） 

・特定照明の対象となる建築物、工作物又

は木竹の位置 

・特定照明の位置及び個数 

立面図 

（１／50以上） 

・特定照明の対象となる建築物、工作物又

は木竹の照明される部分 

現況写真 

（２方向以上） 

・行為の場所及び周辺の状況を表すもの 

景観形成基準確認書   

建築物等の概要書 

（別記第４号様式） 

・特定照明の概要 

その他市長が必要と認

める図書 

  



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


